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1 . はじめに
近年， わが国において， 西武鉄道の有価証券報告書虚偽記載事件， カネ
ボウの粉飾決算等の企業不祥事を契機として， 上場会社のコーポレート・
ガパナンスに対する世間の注目が高まり， コーポレート・ ガパナンスに関
する情報開示の制度化が進んでいる 。 すなわち， 東京証券取引所(以下，
東証という)は， 2003年1月 1 日に「上場有価証券の発行者の会社情報の
適時開示等に関する規則j(以下， I適時開示規則」という)を改正し， 2003 
年3月31日終了の事業年度より， 上場会社の決算短信に「コーポレート・
ガパナンスに関する基本的な考え方及ぴその施策の実施状況」を開示する
















ようになった(第二号様式・52- 2 ・a)0 






を求めた(r適時開示規則j， 第 4条の5)01)なお， rコーポレート・ ガパ











































コード』 (The Combined Code on Corpwate Govemance ;以下, 『2003FRC
コード』という)2)に対する準拠という形で-,コーポレート･ガバナンス
に関する情報の開示が求められている｡
『2003FRCコード』は, ｢主要原則(main principle)｣, ｢補助的原則(sup-
porting principle)｣および｢コード規定(code provision)｣の3つの部分
から構成されており,上場規則は,上場会社に対して, 2つのパートに分































取締役会議長を含む非業務執行取締役は, ｢コード規定A. 3. 1｣に基づ
く独立性の要件5)を満たすことが求められている｡





















































plc) 10)の2005年度の年次報告書(Annual Repoll and Accounts 2005) (以下,
『2005年度年次報告書』という)の内容を取り上げる｡








































































































長 1 名 ， 業務執行取締役5名及ぴ非業務執行取締役5名) となり， 取締役
会が大きくなりすぎて身動きがとれなくなることがあげられているo 確か
に， r2003FRCコードj t， 取締役会は大きくなりすぎて身動きがとれな
くなってはならないとしており (A. 3 I補助的原則J)， また， 前述のよ













2004年10月 20日， 金融サービス機構 (Financial Services Authority)は，
『上場規則(統合コード に関する監査人 の責任 )インストウルメント2004，]
(Listing Rules (Auditors' Responsibilities in relation to the Combined Code) 
Instrument 2004 ;以下，nnstrument 2004/83jという)を公表し， 上場
規則の 12.43A項を改正した。nns廿ument 2004/83jは， 2004年11月 1 日
に発効したが， これ によって， 監査人は， r2003FRCコード』 のiC. 会
計責任と監査」に関する 10の「コード規定J (C. 1 . 1， C. 1 . 2， C. 2 .  1 ， 
C. 3. 1 ， C. 3. 2 ， C. 3 . 3 ， C. 3 . 4 ， C. 3. 5 ， C. 3. 6 ，及びC. 3. 7 ) 12) 
のうち， C. 1 .  2を除く9つの規定をレビューすることを求められるよう
になったω。
これを受けて， 監査実務審議会(Th e Auditing Practices Board ;以下，
APBという)は， 2004年11月， rコーポレート・ ガバナンスに関する 統合
コード:金融サービス機構が定める上場規則の下での監査人 に対する規
定 j(The Combined Code on Corporate Governαnce : Requirements 01αuditors 
under the Listing Rules 01 the Financial Se仰ices Authoriか;以下『統合コー
ド監査規定Jという)と題するブレティン2004/3 (Bulletin 2004/3) 
を公表し， 監査人が上記9つの 「コード規定」をレビューする際に適用す
べき手続きを明らかにした凶D
『 統合コード監査規定Jによれば， 監査人は， レビュー中に， r2003FRC 
コード』規定が遵守されていないこと に気づいても， そうした逸脱の事実
とそ の理由が経営者によって適切に開示されている場合には， 財務諸表 に
対する監査報告書において， 当該事実等に言及することを求められないが
イギリスにおけるコーポレート・ ガパナンスに関する情報の開示と保証 71 
(par. 23)， 逸脱の事実と理由が適切に開示されていない場合には， 財務諸
表に対する監査報告書の意見区分に， その旨の記載を行うことを求められ







ューした。 われわれの意見では， …に関する取締役会のコメントは， …
という理由から， 取締役会によって行われたプロセスに関するわれわれ
の理解を適切に反映していない。













いない場合には， 報告することになっているO われわれは， 取締役会の
内部統制に対する報告書がすべてのリスクとコントロールをカバーする































































































































































































役(独立取締役) 3名から構成されており,これは,それぞれ,｢コード規定C. 3. 1｣,
｢コード規定B.2.1｣及び｢コード規定A,4.1｣の要件を満たしている｡
12)それぞれの｢コード規定｣は,次の通りである｡

























































14)本稿脱稿後の2006年9月, APBは, `6771e Combined Code on Corporate Govern-
ance : Requirements of Auditoys under ike Listing Rules of the Financial Services
80
Authority and the Irish Stock Exchange"と題するブレティン2006/ 5を公表し,ブ
レティン2004/3にとってかわらせた｡
15)日本経済団体連合会, ｢わが国におけるコーポレート･ガバナンス制度のあり方
について｣, 2006年6月20日, 2.(4)｡なお,東証も, ｢今後の上場会社における
具体的な取組みを適切かつ確実にコーポレート･ガバナンスの充実に結びつけて
いくためには,市場における投資者の評価などを通じて,上場会社がガバナンス
の充実度合いを競い合うという方法が,もっとも理に適い,かつ効果的である｣
との考え方をとっている(｢上場会社コーポレート･ガバナンス原則｣, 2004年3
月16日, 4頁)｡
付記:本研究に関しては,平成16･ 18年度専修大学研究助成(研究課題｢企業リス
ク情報の開示と保証｣)を受けている｡
